
第６５期

決　算　公　告

２０２４年４月　１日から

２０２５年３月３１日まで

豊生ブレーキ工業株式会社



貸 　借 　対 　照 　表

(2025年3月31日現在)

（単位：千円）

資　　　産　　　の　　　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科　　　　　目 金　　　額 科         目 金　　　額

(　資　産　の　部　) (　負　債　の　部　)

 流　動　資　産 18,113,661  流  動  負  債 18,466,193

現 金 及 び 預 金 1,368,122 買 掛 金 10,490,688
預 け 金 2,492,966 電 子 記 録 債 務 76,600
売 掛 金 8,849,092 1年内返済予定長期借入金 2,798,260
電 子 記 録 債 権 141,029 リ ー ス 債 務 2,644
商 品 及 び 製 品 727,894 未 払 金 1,199,209
仕 掛 品 535,277 未 払 費 用 3,330,451
原材料及び貯蔵品 1,657,081 未 払 法 人 税 等 129,495
未 収 入 金 1,605,350 未 払 消 費 税 等 214,091
短 期 貸 付 金 288,260 役 員 賞 与 引 当 金 47,960
そ の 他 448,586 無 償 修 理 引 当 金 37,000

そ の 他 139,791

 固  定  資  産 26,196,510  固  定  負  債 11,807,689

有 形 固 定 資 産 20,952,447 リ ー ス 債 務 3,189
建 物 4,503,268 資 産 除 去 債 務 33,315
構 築 物 476,517 長 期 借 入 金 6,550,000
機 械 装 置 8,931,734 退 職 給 付 引 当 金 5,088,233
車 両 運 搬 具 9,812 役員退職慰労引当金 120,951
工 具 器 具 備 品 486,623 そ の 他 12,000
土 地 3,955,277 30,273,882

建 設 仮 勘 定 2,583,910
リ ー ス 資 産 5,303

無 形 固 定 資 産 140,422

ソ フ ト ウ ェ ア 97,125  株　主　資　本 14,036,288

施 設 利 用 権 42,970 資    本    金 6,436,798

電 話 加 入 権 326 資 本 剰 余 金 6,380,798

投資その他の資産 5,103,639 資 本 準 備 金 6,380,798
投 資 有 価 証 券 58,080 利 益 剰 余 金 1,218,691

関 係 会 社 株 式 2,906,132 利 益 準 備 金 300,000
関 係 会 社 出 資 金 217,483 その他利益剰余金 918,691
長 期 貸 付 金 - 別 途 積 立 金 250,400
繰 延 税 金 資 産 1,852,009 繰越利益剰余金 668,291
そ の 他 71,933 14,036,288

貸 倒 引 当 金 △ 2,000

44,310,171 44,310,171
　(注)記載金額は､千円未満を切り捨てて表示してあります｡

負 債 計

合　　　計 合　　　計

(　純 資 産 の 部　)

純資産計
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損 　益　 計 　算　 書

（単位：千円）

科　　　　　　目 金　　　　　　　　額

80,656,669

76,001,377

4,655,291

4,230,848

424,443

993,720

95,100

96,886

147,473

134,914 1,468,095

31,002

20,047

112,759

1,691

41,655 207,156

1,685,383

1,685,383

241,000

776,645 1,017,645

667,738

　(注)記載金額は､千円未満を切り捨てて表示してあります｡

評 価 受 託 収 入

補 償 費 用

支 払 利 息

そ の 他

営 業 外 費 用

固 定 資 産 処 分 損

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

経 常 利 益

そ の 他

営 業 利 益

売 上 総 利 益

作 業 く ず 収 入

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

特 別 ク レ ー ム 戻 し

為 替 差 損

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

2024年4月 1 日から
2025年3月31日まで
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(単位：千円)

資本剰余金

利 益 株 主 資 本

資本準備金 利益準備金 別 途 繰 越 利 益 剰 余 金 合 計

積 立 金 剰 余 金 合 計

当期首残高 6,436,798 6,380,798 300,000 563,400 △ 312,446 550,953 13,368,550

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 -

当 期 純 利 益 667,738 667,738 667,738

別 途 積 立 金 の 取 崩 △ 313,000 313,000 - -

当 期 変 動 額 合 計 △ 313,000 980,738 667,738 667,738

当期末残高 6,436,798 6,380,798 300,000 250,400 668,291 1,218,691 14,036,288

純 資 産

合 計

当期首残高 13,368,550

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 -

当 期 純 利 益 667,738

別 途 積 立 金 の 積 立 -

当 期 変 動 額 合 計 667,738

当期末残高 14,036,288

　(注)記載金額は､千円未満を切り捨てて表示してあります｡

その他利益剰余金
資 本 金

株　　　主　　　資　　　本

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

2024年4月 1 日から

2025年3月31日まで

利　　　益　　　剰　　　余　　　金
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項

 (1)有価証券の評価基準及び評価の方法
子会社株式及び関連会社株式･･･移動平均法に基づく原価法
その他の有価証券
①市場価格のない株式等以外のもの･･･決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資
　　　　　　　　　　　　　 　　　　産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
②市場価格のない株式等･･･移動平均法に基づく原価法

 (2)棚卸資産の評価の方法
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 (3)固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産(リース資産を除く)･･･定率法　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物
　　　　　　　　　                  (建物附属設備を除く)は定額法
② 無形固定資産(リース資産を除く)･･･定額法
③ リース資産･･･所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産はリース期間を耐用
                年数とし、残存価額を零とする定額法

 (4)貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき算出した金額を、
貸倒懸念債権等特定の債権については債権の回収可能性を勘案した回収不能見込額を計上して
おります。

 (5)無償修理引当金
無償修理引当金は、製品の不良補償に対する費用の支出に備えるために、過去のクレーム発生
率、クレーム原因を基礎にして合理的に計上しております。

 (6)役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、当期末における支給見込額を計上しております。

 (7)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当期末において発生していると認められる額を計上しております。数理計算上の差異は、各期の
発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による按分額をそれぞれ発
生の翌期より費用処理しております。

 (8)役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため､内規に基づく期末要支給額の100％を計上しております。

 (9)リース取引の会計処理
所有権が移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の売買取
引に係る方法に準じた会計処理を採用しております。

 (10)収益及び費用の計上基準
当社は主として自動車部品の製造・販売を行っております。当社では、主に完成した製品を顧客
に納入することを履行義務として識別しており、また、 収益認識に関する会計基準等で示され
ている支配の移転に関する指標を総合的に考慮した結果、原則として顧客が製品を検収した時点
で当該製品に対する支配が顧客に移転することから、履行義務が充足されると判断し、当該時点
で収益を認識しています。
収益は、値引き等の事後的な価格調整を考慮した後の顧客との契約において約束された対価で測
定しています。

 (11)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

-6-



２．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載の通りです。

３．会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産の回収可能性
繰延税金資産は、将来減算一時差異及び繰越欠損金のうち、当社における将来の課税所得の見積
りに基づき、回収可能性があると判断された範囲内で計上しています。
将来の課税所得の見積りには、将来の売上予測及び営業利益率等の仮定が含まれており、これら
の仮定に変更が生じた場合、翌事業年度の計算書類において、認識する金額に重要な影響を与え
る可能性があります。

　　　当事業年度に貸借対照表に計上した繰延税金資産の金額は、1,852,009千円です。  

４．貸借対照表に関する注記

 (1)関係会社に対する金銭債権債務 短 期 金 銭 債 権 11,676,281 千円
短 期 金 銭 債 務 8,121,843 千円
長 期 金 銭 債 務 6,550,000 千円

 (2)有形固定資産の減価償却累計額 45,349,107 千円

 (3)国庫補助金等の受入により取得価格から控除している圧縮記帳額は次の通りであります。
建物（定額） 3,260 千円
建物付属設備 9,887 千円
構築物 797 千円
機械装置 281,162 千円
車両運搬具 619 千円
器具備品 3,748 千円
治具 24,738 千円
ゲージ 124 千円

５．損益計算書に関する注記

 (1)関係会社に対する売上高 78,575,027 千円

 (2)関係会社からの仕入高 37,164,869 千円

 (3)関係会社との営業取引以外の取引高 26,716 千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当期の末日における発行済株式の数 3,207,366 株

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、未払費用の否認、棚卸資産評価損、減価償
却費損金算入限度額超過等で、税務上の繰越欠損金にかかる繰延税金資産からは一部評価性引当
額を控除しております。

８．金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項
当社は、資金調達についてはアイシングループからの借入による方針です。また、デリバティブ
は、利用しておりません。

金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社の
与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。
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（2） 金融商品の時価等に関する事項
2025年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。

(注) 1.負債に関しては（ ）で示しております。
2.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
(1)預け金、(2)売掛金、（3）電子記録債権

これらはすべて短期であるため、時価と帳簿価額が近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

(4)短期貸付金、(7) 1年内返済予定長期借入金、(8)長期借入金
これらの時価は、その将来キャッシュ・フローを新規に同様の借入を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(5)買掛金、(6) 電子記録債務
これらは短期であるため、時価と帳簿価額が近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

なお、投資有価証券については重要性が乏しいため、記載を省略しております。

９．関連当事者との取引に関する注記

 (1)親会社及び法人主要株主等
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 (2)関連会社等

 (3)兄弟会社等

(注) １.上記の金額の内、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて
　 おります。
２.取引条件及び取引条件の決定方針等
※1 当社製品販売及び部品の購入については、市場価格、総原価を勘案して希望価格を提示し、

毎期価格交渉の上、決定しております。
※2 資金の借入については、市場金利等を勘案して利息及び返済条件を借入先と合理的に決定

しております。なお、担保は提供しておりません。
※3 資金の貸付については、市場金利等を勘案して利息及び返済条件を貸付先と合理的に決定

しております。なお、担保は受け入れておりません。
※4 資金の借入金・預け入の取引金額は、期中の平均残高を記載しております。

１０．１株当たり情報に関する注記

 (1)１株当たり純資産額 4,376円27銭

 (2)１株当たり当期純利益 208円19銭
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